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(57)【要約】
本発明は、安全な配置を容易にし、アブレーションカテ
ーテルまたは心臓組織アブレーション（Ｃａｒｄｉａｃ
　Ｔｉｓｓｕｅ　Ａｂｌａｔｉｏｎ；ＣＴＡ）治療にお
けるその他のデバイスの視覚的検証を提供するために柔
軟性手首部を持つ関節低侵襲手術器具を対象とするもの
である。一実施形態において、当該器具は、細長いシャ
フトと、当該シャフトの作業端にある柔軟性手首部と、
当該柔軟性手首部の先端にある視覚スコープレンズとを
有する内視鏡である。当該柔軟性手首部は、所望の関節
を提供するために、少なくとも１自由度を有する。当該
手首部は、シャフトの遠位端にあるハウジング内に位置
する駆動機構によって作動および制御される。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　作業端と、近位端と、該作業端と該近位端との間のシャフト軸とを有する細長いシャフ
トと、
　遠位端と近位端とを有する柔軟性手首部であって、該手首部の該近位端は該細長いシャ
フトの該作業端に接続されている、柔軟性手首部と、
　該手首部の該遠位端に設置された内視鏡カメラレンズと、
　複数のアクチュエータリンクであって、該複数のリンクが該手首部に少なくとも１自由
度を提供するように作動可能であるように、該手首部を該細長いシャフトの該近位端に接
続する複数のアクチュエータリンクと
　を備える、低侵襲関節手術内視鏡。
【請求項２】
　前記内視鏡に手術器具を解放可能に取り付け可能とするように、前記シャフト軸に沿っ
て連結器をさらに備える、請求項１に記載の低侵襲関節手術内視鏡。
【請求項３】
　前記内視鏡に手術器具ガイドを解放可能に取り付け可能とするように、前記シャフト軸
に沿って連結器をさらに備え、手術器具は前記柔軟性手首部に誘導される該手術ガイドに
挿入される、請求項１に記載の低侵襲関節手術内視鏡。
【請求項４】
　前記内視鏡に手術器具が解放可能に取り付けられるように、該手術器具が取り外し可能
に挿入されたルーメンを前記シャフト軸に沿ってさらに備える、請求項１に記載の低侵襲
関節手術内視鏡。
【請求項５】
　前記内視鏡の画像センサが前記シャフトの前記近位端に装着され、ファイバスコープ実
装における光ファイバを介して前記内視鏡カメラレンズに連結されている、請求項１に記
載の低侵襲関節手術内視鏡。
【請求項６】
　前記内視鏡の画像センサが、実質的にチップオンスティックスコープ実装における前記
内視鏡カメラレンズに装着されている、請求項１に記載の低侵襲関節手術内視鏡。
【請求項７】
　前記内視鏡カメラレンズを覆うための透明偏向キャップをさらに備える、請求項１に記
載の低侵襲関節手術内視鏡。
【請求項８】
　前記シャフトの前記近位端に連結されたハウジングアセンブリをさらに備え、前記ハウ
ジングアセンブリは、
　前記アクチュエータリンクに接続され、該リンクを作動させて前記手首部に所望の関節
動作を提供する駆動機構と、
　前記画像センサをカメラ制御装置に連結するコネクタと
　を含む、請求項５に記載の低侵襲関節手術内視鏡。
【請求項９】
　前記シャフトの前記近位端に連結されたハウジングアセンブリをさらに備え、前記ハウ
ジングアセンブリは、
　前記アクチュエータリンクに接続され、該リンクを作動させて前記手首部に所望の関節
動作を提供する駆動機構と、
　前記画像センサをカメラ制御装置に連結するコネクタと
　を含む、請求項６に記載の低侵襲関節手術内視鏡。
【請求項１０】
　前記ハウジングアセンブリは、手術ロボットシステムのアームに解放可能に取り付けら
れ、前記手術ロボットシステムは、前記内視鏡を駆動および制御する、請求項８に記載の
低侵襲関節手術内視鏡。
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【請求項１１】
　前記ハウジングアセンブリは、手術ロボットシステムのアームに解放可能に取り付けら
れ、前記手術ロボットシステムは、前記内視鏡を駆動および制御する、請求項９に記載の
低侵襲関節手術内視鏡。
【請求項１２】
　前記アクチュエータリンクは、ケーブルであり、該ケーブルは、エンドエフェクタに接
続された遠位部を有し、前記手首部材を介して前記遠位部から前記細長いシャフトの方に
向かって、該手首部材をピッチ回転およびヨー回転で屈曲させるように作動可能な近位部
まで伸長している、請求項１０に記載の低侵襲関節手術内視鏡。
【請求項１３】
　前記アクチュエータリンクは、ケーブルであり、該ケーブルは、エンドエフェクタに接
続された遠位部を有し、前記手首部材を介して前記遠位部から前記細長いシャフトの方に
向かって、前記手首部材をピッチ回転およびヨー回転で屈曲させるように作動可能な近位
部まで伸長している、請求項１１に記載の低侵襲関節手術内視鏡。
【請求項１４】
　前記カメラ制御装置から取得された取得画像は、表示モニタに提供され、補助情報とし
て表示される、請求項８に記載の低侵襲関節手術内視鏡。
【請求項１５】
　前記カメラ制御装置から取得された取得画像は、表示モニタに提供され、補助情報とし
て表示される、請求項９に記載の低侵襲関節手術内視鏡。
【請求項１６】
　低侵襲関節手術器具であって、
　作業端と、近位端と、該作業端と該近位端との間のシャフト軸とを有する細長いシャフ
トであって、該細長いシャフトは、該器具に内視鏡が解放可能に取り付けられるように、
該内視鏡が取り外し可能に挿入されたルーメンを前記シャフト軸に沿って有する、細長い
シャフトと、
　遠位端および近位端を有する柔軟性手首部であって、該手首部の該近位端は該細長いシ
ャフトの該作業端に接続されている柔軟性手首部と、
　該手首部の該遠位端におけるエンドエフェクタと、
　複数のアクチュエータリンクであって、該リンクが該手首部に少なくとも１自由度を提
供するように作動可能であるように、該手首部を該細長いシャフトの該近位端に接続する
複数のアクチュエータリンクと
　を備える、低侵襲関節手術器具。
【請求項１７】
　前記シャフトの前記近位端に連結されたハウジングアセンブリをさらに備え、該ハウジ
ングアセンブリは、
　前記アクチュエータリンクに接続され、該リンクを作動させて前記手首部に所望の関節
動作を提供する駆動機構と、
　前記内視鏡をカメラ制御装置に連結するコネクタと、
を含む、請求項１６に記載の低侵襲関節手術器具。
【請求項１８】
　前記ハウジングアセンブリは手術ロボットシステムのアームに解放可能に取り付けられ
、該手術ロボットシステムは、前記器具および前記内視鏡を駆動および制御する、
請求項１７に記載の低侵襲関節手術器具。
【請求項１９】
　前記カメラ制御装置から取得された取得画像は、表示モニタに提供され、補助情報とし
て表示される、請求項１７に記載の低侵襲関節手術器具。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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　関連する米国出願データ
　本出願は、２００３年１２月２日に出願された第１０／７２６，７９５号の一部継続で
あり、該第１０／７２６，７９５号は、２００２年１２月６日に出願された仮出願第６０
／４３１，６３６号からの優先権を主張する。本出願は、次の特許および特許出願に関連
しており、それらの全開示は、参照により本明細書に援用される：
　「Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｔｏｏｌ　Ｈａｖｉｎｇ　Ｐｏｓｉｔｉｖｅｌｙ　Ｐｏｓｉｔｉ
ｏｎａｂｌｅ　Ｔｅｎｄｏｎ－Ａｃｔｕａｔｅｄ　Ｍｕｌｔｉ－Ｄｉｓｋ　Ｗｒｉｓｔ　
Ｊｏｉｎｔ」という名称が付けられ、２００４年１１月１６日に発行された米国特許第６
，８１７，９７４号；
　「Ｐｌａｔｆｏｒｍ　Ｌｉｎｋ　Ｗｒｉｓｔ　Ｍｅｃｈａｎｉｓｍ」という名称が付け
られ、２００４年３月２日に発行された米国特許第６，６９９，２３５号；
　「Ｒｏｂｏｔｉｃ　Ａｐｐａｒａｔｕｓ」という名称が付けられ、２００４年９月７に
発行された米国特許第６，７８６，８９６号；
　「Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｒｏｂｏｔｉｃ　Ｔｏｏｌｓ，　Ｄａｔａ　Ａｒｃｈｉｔｅｃｔ
ｕｒｅ，　ａｎｄ　Ｕｓｅ」という名称が付けられ、２００１年１２月１８日に発行され
た米国特許第６，３３１，１８１号；
　「Ｉｍａｇｅ　Ｓｈｉｆｔｉｎｇ　Ａｐｐａｒａｔｕｓ　ａｎｄ　Ｍｅｔｈｏｄ　ｆｏ
ｒ　ａ　Ｔｅｌｅｒｏｂｏｔｉｃ　Ｓｙｓｔｅｍ」という名称が付けられ、２００４年９
月２８日に発行された米国特許第６，７９９，０６５号；
　「Ｓｔｅｒｅｏ　Ｉｍａｇｉｎｇ　Ｓｙｓｔｅｍ　ａｎｄ　Ｍｅｔｈｏｄ　ｆｏｒ　Ｕ
ｓｅ　ｉｎ　Ｔｅｌｅｒｏｂｏｔｉｃ　Ｓｙｓｔｅｍ」という名称が付けられ、２００４
年４月１３日に発行された米国特許第６，７２０，９８８号；
　「Ｍａｓｔｅｒ　Ｈａｖｉｎｇ　Ｒｅｄｕｎｄａｎｔ　Ｄｅｇｒｅｅｓ　ｏｆ　Ｆｒｅ
ｅｄｏｍ」という名称が付けられ、２００４年３月３０日に発行された米国特許第６，７
１４，８３９号；
　「Ｃｏｏｐｅｒａｔｉｖｅ　Ｍｉｎｉｍａｌｌｙ　Ｉｎｖａｓｉｖｅ　Ｔｅｌｅｓｕｒ
ｇｅｒｙ　Ｓｙｓｔｅｍ」という名称が付けられ、２００３年１２月９日に発行された米
国特許第６，６５９，９３９号；
　「Ｃａｍｅｒａ　Ｒｅｆｅｒｅｎｃｅｄ　Ｃｏｎｔｒｏｌ　ｉｎ　ａ　Ｍｉｎｉｍａｌ
ｌｙ　Ｉｎｖａｓｉｖｅ　Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ａｐｐａｒａｔｕｓ」という名称が付けら
れ、２００２年７月２３日に発行された米国特許第６，４２４，８８５号；
　「Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｔｏｏｌｓ　ｆｏｒ　Ｕｓｅ　ｉｎ　Ｍｉｎｉｍａｌｌｙ　Ｉｎ
ｖａｓｉｖｅ　Ｔｅｌｅｓｕｒｇｉｃａｌ　Ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎｓ」という名称が付
けられ、２００２年５月２８日に発行された米国特許第６，３９４，９９８号；　および
　「Ｅｎｄｏｓｃｏｐｉｃ　Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔ　ａｎｄ　Ｍｅｔ
ｈｏｄ　ｆｏｒ　Ｕｓｅ」という名称が付けられ、１９９８年９月１５日に発行された米
国特許第５，８０８，６６５号；および
　「Ｄｅｖｉｃｅｓ　ａｎｄ　Ｍｅｔｈｏｄｓ　ｆｏｒ　Ｐｒｅｓｅｎｔｉｎｇ　ａｎｄ
　Ｒｅｇｕｌａｔｉｎｇ　Ａｕｘｉｌｉａｒｙ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ　ｏｎ　Ａｎ　
Ｉｍａｇｅ　Ｄｉｓｐｌａｙ　ｏｆ　ａ　Ｔｅｌｅｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｓｙｓｔｅｍ　ｔ
ｏ　Ａｓｓｉｓｔ　ａｎ　Ｏｐｅｒａｔｏｒ　ｉｎ　Ｐｅｒｆｏｒｍｉｎｇ　ａ　Ｓｕｒ
ｇｉｃａｌ　Ｐｒｏｃｅｄｕｒｅ」という名称が付けられ、２００３年２月１８日に発行
された米国特許第６，５２２，９０６号。
【０００２】
　本発明は、概して手術道具に関し、より具体的には、ロボット手術を実行するための柔
軟性手首部を持つ手術道具に関する。
【背景技術】
【０００３】
　低侵襲手術技術の進歩により、低侵襲的手法で実行される手術の数は劇的に増加し得る
。低侵襲医療技術は、診断または外科的処置中に損傷を受ける外部組織の量を低減し、そ
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れによって、患者の回復時間、不快感、および有害な副作用を低減することを目的として
いる。標準的な手術の場合の平均的な入院期間は、低侵襲手術技術を使用して、大幅に短
縮され得る。したがって、低侵襲技術の採用を増加させることにより、何百万もの在院日
数、および、単独で年間何百万ドルもの病院滞在費を抑えることができる。患者の回復時
間、患者の不快感、手術の副作用、および仕事から離れている時間も、低侵襲手術によっ
て低減することができる。
【０００４】
　低侵襲手術の最も一般的な形は、内視鏡検査法であり得る。おそらく、内視鏡検査法の
最も一般的な形は、腹腔鏡検査法であり、腹腔鏡検査法は、低侵襲検査であり腹腔内の手
術である。標準的な腹腔鏡手術においては、患者の腹部にガスを吹き込み、小さい（約１
／２インチ）切開部にカニューレスリーブを通して、腹腔鏡手術器具用の入り口を提供す
る。腹腔鏡手術器具は、概して（手術野を見るための）腹腔鏡および作業ツールを含む。
作業ツールは、各ツールの作業端またはエンドエフェクタが延長チューブによってそのハ
ンドルから隔てられていることを除き、従来の（開腹）手術において使用されるものと同
様である。本明細書において使用する場合、「エンドエフェクタ」という用語は手術器具
の実際の作業部分を意味し、例えば、クランプ、把持器、剪刀、ステープラー、および持
針器を含んでよい。外科的処置を実行するために、執刀医は、カニューレスリーブにこれ
らの作業ツールまたは器具を通して体内の手術部位に入れ、腹部の外からそれらを操作す
る。執刀医は、腹腔鏡から撮影した手術部位の画像を表示するモニタを用いて、処置を監
視する。同様の内視鏡技術を、例えば、関節鏡検査法、後腹膜鏡検査法、骨盤鏡検査法、
腎鏡検査法、膀胱鏡検査法、脳槽鏡検査法、洞房鏡検査法、子宮鏡検査法、尿道鏡検査法
等において用いることができる。
【０００５】
　現在の低侵襲手術（Ｍｉｎｉｍａｌｌｙ　Ｉｎｖａｓｉｖｅ　Ｓｕｒｇｉｃａｌ；ＭＩ
Ｓ）技術に関連して、多くの不利点がある。例えば、既存のＭＩＳ器具では、執刀医は開
腹手術に見られるようなツール配置の柔軟性が得られない。現在の腹腔鏡ツールのほとん
どは剛性シャフトを有するため、小さい切開部を通って作業部位に接近することが困難と
なる場合がある。また、多くの内視鏡器具の長さおよび構成は、関連ツールのエンドエフ
ェクタ上で組織および器官によっておよぼされた力を感じる執刀医の能力を低下させるも
のである。内視鏡ツールに器用さおよび感度が欠如していることが、低侵襲手術を展開す
る上での主な障害である。
【０００６】
　執刀医が遠隔位置から患者に手術をするのを可能にするためだけでなく、体内の手術部
位内において作業する際の執刀医の器用さを増加させるために、低侵襲遠隔手術ロボット
システムが発展しつつある。遠隔手術システムでは、コンピュータ・ワークステーション
において執刀医に手術部位の画像が提供される場合が多い。適切なビューワまたはディス
プレイ上で手術部位の３次元画像を見ながら、ワークステーションのマスター入力または
制御デバイスを操作することにより、執刀医は患者に対し外科的処置を実行する。マスタ
ーは、サーボ機構で稼働する手術器具の動作を制御する。外科的処置中、遠隔手術システ
ムは、マスター制御デバイスの操作に応えて、機械的作動と、様々な手術器具または手術
道具の制御とを提供することができ、手術器具または手術道具は、エンドエフェクタを有
し、該エンドエフェクタは、例えば、針を保持もしくは駆動する、血管を把持する、また
は組織を解剖する等、執刀医のための様々な機能を実行する、例えば組織把持器、針ドラ
イバ等である。
【０００７】
　心房細動は、心臓の２つの小さい上の房、つまり心房が、効果的に鼓動せず痙攣を起こ
している状態である。結果として、血液はそれらの心房から完全に送り出されず、場合に
よっては血液を鬱血および凝固させる。心房内の凝血の一部が心臓を出て脳内の動脈で詰
まると、脳卒中が起こる。心房細動を発現する可能性は、年齢とともに増加する。内視鏡
心臓組織アブレーション（Ｃａｒｄｉａｃ　Ｔｉｓｓｕｅ　Ａｂｌａｔｉｏｎ；ＣＴＡ）
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は、肺静脈を取り囲む左心房において心外膜病変（箱型病変（ｂｏｘ　ｌｅｓｉｏｎ）と
しても知られる）を引き起こす拍動心房細動治療である。箱型病変は、最も標準的なＣｏ
ｘ‐ＭａｚｅＩＩＩ処置の簡略版である。病変は、リエントリー回路および異所性中枢が
生成した電気信号が、心臓の拍動リズムを制御する電気的刺激の正常な伝導および分布を
妨げるのを制限する。現在、心外膜病変を引き起こす、内視鏡と互換性のある方法のほと
んどは、心外膜（心臓の外側）および心筋（心臓の筋肉）組織を切除するためのエネルギ
ー（例えば、マイクロ波、単極および双極ラジオ周波数（ＲＦ）、凍結技術、洗浄双極Ｒ
Ｆ、レーザー、超音波他）を供給するために、カテーテル型プローブを利用するものであ
る。
【０００８】
　低侵襲ＣＴＡ治療は、手動では困難な処置である。なぜなら、励起されたアブレーショ
ンプロセスを開始することができる前に、内部器官、組織、身体構造等の周囲においてア
ブレーションカテーテルを見えない状態で操縦し、適切な肺静脈に置く必要があるからで
ある。患者の安全を確保するために、操縦プロセスはゆっくり単調なやり方で行われなく
てはならない。さらに、到達する必要がある肺静脈は、多くの場合見ることができない生
体組織の後方にあって視界から隠れていることが頻繁にあり、このことによって、アブレ
ーションカテーテルまたはその他のデバイスの安全な配置および目視検証は、極めて手腕
を問われるものとなっている。
【０００９】
　低侵襲手術ロボットシステムは、ＣＴＡ治療をさらに迅速に実行できるようにする上で
有益であることが分かっているが、現在低侵襲手術ロボットシステムに利用可能な器具は
、アブレーションおよびその他の位置敏感デバイスが生体組織の後方に隠れている場合に
、それらのより安全且つ正確な配置のために必要とされる十分な目視検証を提供するもの
ではない。また、心外膜アブレーションカテーテルの位置決め／配置をさらに容易にする
ためには、低侵襲手術ロボット器具およびＣＴＡ治療処置の改良が必要である。
【００１０】
　このように、アブレーションカテーテルまたはＣＴＡ治療におけるその他のデバイスの
、安全な配置をさらに容易にし、目視検証を提供するための方法および装置の必要性があ
る。
【発明の開示】
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　したがって、本発明は、アブレーションカテーテルまたはＣＴＡ治療におけるその他の
デバイスの、安全な配置をさらに容易にし、目視検証を提供するための方法および装置を
提供する。
【００１２】
　本発明は、細長いシャフトと、柔軟性手首部と、内視鏡カメラレンズと、複数のアクチ
ュエータリンクとを備える低侵襲関節手術内視鏡によって、上記の必要性を満たすもので
ある。前記細長いシャフトは、作業端と、近位端と、前記作業端と前記近位端との間のシ
ャフト軸とを有する。前記柔軟性手首部は、遠位端および近位端を有する。前記手首部の
前記近位端は、前記細長いシャフトの前記作業端に接続されている。前記内視鏡カメラレ
ンズは、前記手首部の前記遠位端に設置されている。前記複数のアクチュエータリンクは
、前記リンクが前記手首部に少なくとも１自由度を提供するように作動可能であるように
、前記手首部と前記細長いシャフトの前記近位端との間に接続されている。前記低侵襲関
節手術内視鏡は、前記内視鏡に手術器具または手術器具ガイドを解放可能に取り付け可能
とするために、前記シャフト軸に沿って連結器をさらに含んでよい。あるいは、前記低侵
襲関節手術内視鏡は、前記内視鏡に手術器具を解放可能に取り付けられるよう、前記手術
器具が取り外し可能に挿入されたルーメンを前記シャフト軸に沿ってさらに含む。
【００１３】
　別の実施形態において、低侵襲関節手術器具は、細長いシャフトと、柔軟性手首部と、
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エンドエフェクタと、複数のアクチュエータリンクとを備える。前記細長いシャフトは、
作業端と、近位端と、前記作業端と前記近位端との間のシャフト軸とを有する。前記細長
いシャフトは、前記器具に内視鏡が解放可能に取り付けられるよう、前記内視鏡が取り外
し可能に挿入されたルーメンを前記シャフト軸に沿って有する。前記柔軟性手首部は、遠
位端および近位端を有する。前記手首部の前記近位端は、前記細長いシャフトの前記作業
端に接続されている。前記エンドエフェクタは、前記手首部の前記遠位端に接続されてい
る。前記複数のアクチュエータリンクは、前記リンクが前記手首部に少なくとも１自由度
を提供するように作動可能であるよう、前記手首部と前記細長いシャフトの前記近位端と
の間を接続している。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１４】
　本発明のすべての特徴および利点は、以下の好適な実施形態の詳細な説明から明らかで
あり、またその実施形態の説明は添付の図面と併せて解釈されるべきである。
【００１５】
　本明細書において使用する場合、「エンドエフェクタ」とは、例えば標的組織の所定の
治療をもたらすための、医療機能用の手首部材を用いて操作可能な実際の作業遠位部分を
いう。例えば、いくつかのエンドエフェクタは、外科用メス、ブレード、または電極等、
単一の作業部材を有する。その他のエンドエフェクタは、例えば、鉗子、把持器、剪刀、
またはクリップ装着器等、対または複数の作業部材を有する。ある実施形態において、デ
ィスクまたは脊椎は、手首部に沿って長手方向のルーメンまたは空間を集合的に定義する
開口部を有し、エンドエフェクタの動作に関連する多数の代替素子または手段のいずれか
１つに導管を提供するように構成される。例として、電気的に作動するエンドエフェクタ
用の導体（例えば、電気手術電極；振動子、センサ等）；流体、気体、または固体用の導
管（例えば、吸引、吸入、洗浄、治療流体、副導入、生検採取用等）；動いているエンド
エフェクタ部材を作動させるための機械要素（例えば、グリップ、鉗子、剪刀を操作する
ためのケーブル、柔軟要素、または関節要素）；導波管；音響伝導素子；光ファイバ素子
等が挙げられる。そのような長手方向の導管には、弾性ポリマー管、螺旋巻線管等の、ラ
イナー、絶縁体、または案内要素が設けられる場合がある。
【００１６】
　本明細書において使用する場合、「手術器具」、「器具」、「手術道具」、または「ツ
ール」という用語は、患者の空腔内の手術部位に導入される１つ以上のエンドエフェクタ
を持つ作業端を有し、当該手術部位において標的組織の所望の治療または医療機能をもた
らすためのエンドエフェクタを操作するように当該空腔の外側から作動可能である部材を
意味する。器具またはツールは一般に、遠位端にエンドエフェクタを持つシャフトを含み
、好ましくは、針を保持または駆動する、血管を把持する、および組織を解剖する等の機
能を実行するための遠隔手術システムにより、サーボ機構で作動される。
【００１７】
　本明細書に記載の柔軟性手首部の様々な実施形態は、比較的安価に製造され、焼灼に使
用できることを意図したものであるが、焼灼への使用に限定されるものではない。ＭＩＳ
適用では、切開部を小さくできるように、ツールの挿入可能部の直径は小さく、一般に約
１２ｍｍ以下、好ましくは約５ｍｍ以下である。詳細に記載した例はこのサイズ範囲で図
示しているが、実施形態は、より大きい、または小さい器具を含むように拡大縮小できる
ことを理解すべきである。
【００１８】
　手首部の実施形態のいくつかでは、ピッチおよびヨーで屈曲させる際にヘビ状形態で移
動する一連のディスクまたは同様の要素を用いる（図１４および２２を参照）。これらの
ディスクは環状ディスクであり、円形の内外径を有し得る。一般に、それらの手首部はそ
れぞれ一連のディスク、例えば１３のディスクを含み、当該ディスクは、厚さ約０．００
５インチから約０．０３０インチの、エッチングされたステンレス鋼製ディスクであって
よい。中央にはより薄いディスクを使用してよく、一方、端部領域には、エンドディスク
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周囲で１８０度転換するケーブルにおいて加えられるもの等のケーブル力を吸収するため
の補強用により厚いディスクが望ましい。エンドディスクは、ケーブルから負荷を移して
センタースプリングを圧縮するためにセンタースプリングが嵌合するカウンターボア（例
えば、深さ約０．０１５インチ）を含んでよい。当該ディスクは、インナースプリングに
螺着してよく、当該スプリングは、チップをそこに保持するために、把持部、焼灼接続、
またはテザー等のエンドエフェクタ用のケーブルを牽引するためのルーメンとして作用す
る。インナースプリングは軸方向剛性も提供するため、把持部またはテザーの力は手首部
を歪曲させない。いくつかの実施形態において、ディスクは、インナースプリングによっ
て捕捉される、向かい合って配置されたインナータブまたは舌部の対を含む。インナース
プリングは、当該スプリング内に間隙を作成するためのディスクのタブが挿入される場所
を除けば、密着高さにある（スプリングが偏向していない場合に、連続する螺旋ピッチの
ワイヤが互いに接触している）。ピッチおよびヨー回転を互い違いにさせるために、ディ
スクはタブの方向に互い違いになっている。一般的なインナースプリングは直径０．０１
インチのワイヤで作られ、隣接するディスクは、４つのスプリングコイルによって互いに
距離をあけて配置されている。スプリングが（スリンキーのような）エッジワウンドフラ
ットワイヤで作られている場合、コイルに互いを乗り越えさせることなく、ケーブルによ
って高い軸力が加えられ得る。
【００１９】
　いくつかの実施形態において、各ディスクは、アクチュエータケーブルを受けるための
均等に間隔をあけた１２の穴を有する。手首部をあらゆる所望の方向に屈曲させるには３
本のケーブルで十分であり、個々のケーブルの張力は、所望の屈曲運動を起こすように調
整されている。手首部の直径が小さいこと、および手術の力によって手首部上に生み出さ
れたモーメントによって、３本のケーブルにおける応力は、非常に大きくなる。各ケーブ
ルにおける応力を低減するために、一般に３本を超えるケーブルが使用される（制御目的
で、さらなる余分のケーブルを含む）。以下で説明するいくつかの例においては、１２本
以上のケーブルが使用される（以下の図４に関する考察を参照）。ケーブルを駆動するた
めに、ジンバルプレートまたはロッキングプレートを使用してよい。ジンバルプレートは
、ピッチ軸およびヨー軸に対して任意角度に手首部を屈曲させるようケーブルを操作する
ために、２つの標準的な入力を利用する。
【００２０】
　いくつかの手首部は、ピッチおよびヨーに屈曲させるのに十分柔軟な管状部材から形成
される（例えば、図２および図４）。インナースプリングを含んでもよい。管状部材は、
屈曲を容易にするために、構造的剛性を低減させる切り欠きを含んでよい（例えば、図５
および１９）。手首部を作製するための１つの手法は、中心穴およびアクチュエータワイ
ヤ穴にワイヤおよびハイポチューブマンドレルを挿入することである。鋳型を作製するこ
とができ、当該アセンブリは炉（例えば、約１６５℃）で硬化させた２部の白金硬化型シ
リコンゴムでオーバーモールドすることができる。マンドレルは、中心のルーメンおよび
ケーブルを牽引するための周辺のルーメンを形成するために、成形してチャネルを作成し
た後に取り出すことができる。このように、手首部は露出した金属部品を有さない。ゴム
はオートクレーブに耐えることができ、一般に約３０％のひずみとなる、手首部屈曲中の
延長に耐えることができる。
【００２１】
　特定の実施形態において、管状部材は、それぞれアクチュエータケーブルを受けるため
のルーメンを有する複数の軸方向摺動部材を含む（例えば、図８）。管状部材は、アクチ
ュエータケーブルを受けるためのルーメンを提供するために、隣接するスプリングのコイ
ルと重なるコイルを有する複数の軸スプリングによって形成され得る（例えば、図１０）
。管状部材は、波形スプリングの束によって形成され得る（例えば、図１２）。管状部材
内のルーメンは、軸スプリングの内側によって形成され得る（例えば、図１６）。管状部
材の外側は、ねじり剛性を提供するために編まれている場合がある（例えば、図２７）。
【００２２】
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　Ａ．ワイヤラップに支持されたワイヤを有する手首部
　図１は、手術道具用の、遠位エンドエフェクタ１２と近位ツールシャフトまたは主管１
４との間に接続された手首部１０を示す。図示されているエンドエフェクタ１２は、図２
で最もよく見えるように、遠位クレビス１８に装着されたグリップ１６を含む。遠位クレ
ビス１８は、ハイポチューブ２６の付近に接続する複数のワイヤまたはケーブル２４の遠
位圧着端子２２を格納するサイドアクセススロット２０を含み、プラットフォームまたは
ガイド３０およびツールシャフト１４の内側を通って伸長している。ガイド３０は、ハイ
ポチューブ２６およびワイヤアセンブリを正しい位置に置くものであり、器具のツールシ
ャフト１４に取り付けられている。ガイド３０は、ツールシャフト１４が回転して移動さ
れる際に、手首部１０の転動の開始も行う。サイドアクセススロット２０は、クリンプ２
２を都合よく所定の位置に押し付けさせる。当然ながら、その他の実施形態においては、
レーザー溶接等、ワイヤ２４を遠位クレビス１８に取り付けるその他の手法を用いてよい
。
【００２３】
　図２および３は４本のワイヤ２４を示しているが、別の実施形態においては別のワイヤ
数を使用してよい。ワイヤ２４は、ニチノールまたはその他の適切な材料で作られていて
よい。ワイヤ２４は、手首部１０の結合部を作成し、遠位クレビス１８とハイポチューブ
２６との間にしっかりと取り付けられている。ワイヤラップ３４は、コイルスプリングと
同様にワイヤ２４の周囲に巻き付けられ、遠位クレビス１８とハイポチューブ２６との間
に伸長している。収縮管３６は、ワイヤラップ３４ならびに遠位クレビス１８およびガイ
ド３０の部分を覆う。ワイヤラップ３４および収縮管３６は、手首部をピッチおよびヨー
で移動させるためにハイポチューブ２６を押し引きする際、互いから固定距離にワイヤ２
４を保つ。ツールシャフト１４によって手首部を回転して動かし、外力に抵抗するために
、ねじり剛性および一般的な剛性も手首部１０に提供する。ワイヤラップおよび収縮管は
、その他の実施形態においては異なる方式で構成されてよい（１つの好適な実施形態を、
図２７に示し、以下の第Ｊ節に記載する）。例えば、ワイヤラップおよび収縮管は、内部
部品としてワイヤ２４を持つ５つのルーメン押出成形に変換され得る。ワイヤラップおよ
び同等の構造体の機能は、手首部１０が回転して、ピッチで、および／またはヨーで移動
する際に、中心線から一定距離にワイヤ２４を保つことである。収縮管は、電気絶縁を提
供することもできる。
【００２４】
　Ｂ．アクチュエータケーブルによって屈曲された可撓管を有する手首部
　図４は、管４２を含む手首部４０を示し、管４２は、外周の周囲に分布する穴またはル
ーメン４３を有し、アクチュエータケーブルまたはワイヤ４４を受け、アクチュエータケ
ーブルまたはワイヤ４４は、ニチノールででき得る。管４２は、ケーブル４４を牽引する
ことにより、ピッチおよびヨーにおいて屈曲できるように柔軟である。手首部４０は、好
ましくは、（図４Ｂの代替の実施形態に示すような）剛性遠位末端ディスク４１、または
、可撓管４２にケーブル力を均等に分布させるために、可撓管４２よりも実質的に堅いそ
の他の補強材を含む。管４２の中空は、グリップケーブル等のエンドエフェクタケーブル
用の余地を提供する。一般に、少なくとも４つのルーメンがある。インナースプリング４
７を設けてもよい。
【００２５】
　図４は、特定の実施形態で、管４２の遠位端において１８０度転換４５させる６本のケ
ーブル４４を収容するための１２のルーメンを示す。使用するケーブル数が高くなると、
管４２は、ピッチおよびヨーでの同じ屈曲を達成するために、同じケーブル牽引力に対し
、より高い剛性を有することが可能になる。例えば、４本のケーブルの代わりに１２本の
ケーブルを使用することは、同じケーブル牽引力に対して管４２が３倍堅いことを意味す
る。あるいは、管４２の剛性が同じままである場合、４本のケーブルの代わりに１２本の
ケーブルを使用すれば、３という因数によって必要とされるケーブル牽引力を低減させる
ことになる。材料特性およびケーブル応力のレベルによって、管４２の端部を直接圧迫す
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るように１８０度転換４５を可能にすることができるが、管４２上にケーブル力をより平
坦に分布させるために、補強した遠位末端プレート４１を含み得ることに留意されたい。
ケーブル４４の近位端は、アクチュエータ機構、例えば、ジンバルプレート４６を含むア
センブリ等に接続され得、アクチュエータ機構は、２００２年６月２７日に出願された米
国特許出願第１０／１８７，２４８号において開示されており、その開示全体が参照によ
り本明細書に援用される。この機構は、柔軟性手首部の曲げ角度および方向を制御するこ
と等、屈曲可能または可動な部材の制御用によく調整された手法で、選択された複数のケ
ーブルの作動を容易にするものである。比較的多数の線形アクチュエータを必要とするこ
となく、柔軟部材のよく調整されたステアリングを提供できるように、出願第１０／１８
７，２４８号のアクチュエータ機構の例を多数の周辺ケーブルを適切な手法で作動させる
ように適合することができる。あるいは、別々に制御された線形作動機構を使用して、滑
車上で輪になり回転型アクチュエータで移動された各ケーブルまたはケーブルの対を引っ
張ってもよく、線形アクチュエータを調整することによってステアリングが制御される。
【００２６】
　管４２は、一般に、ピッチおよびヨーにおいて適正な屈曲を可能にするために十分低い
弾性率を持つプラスチック材料またはエラストマーででき得て、複数のルーメン、例えば
１２のルーメンを含むために、多ルーメン押出成形によって製造し得る。管は、Ｓ字型屈
曲等の望ましくない偏向を制限するように高い曲げ剛性を有するのが望ましいが、これに
より、ピッチおよびヨーでの望ましい屈曲のために必要となるケーブル力が増大する。以
下で論じるように、十分高いケーブル力を提供して管の高い曲げ剛性を克服するために、
ピッチおよびヨーで手首部を操作するために必要な数よりも多いケーブル（すなわち、３
本を超えるケーブル）を使用することができる。
【００２７】
　図４Ａおよび４Ｂは、図４に示すものと同様の手首部の実施形態において、２つの異な
るケーブル配列の一例を図式的に示す。一定の総ケーブル断面積では、ケーブルを２本１
組で含むこと、および、比例してより小さいケーブルをより多数含むことはいずれも、手
首部中心線に対してより大きい横オフセットでケーブルが終端するのを可能にすることに
留意されたい。図４Ａおよび４Ｂは、手首部の実施形態の、それぞれ平面図および立面図
を示し、図４Ａおよび図４Ｂは、各図の右側は手首部の実施例１を示し、各図の左側は手
首部の実施例２を示すというように、図形内線分によって分割されている。各例において
、管４２は、中心のルーメンを定義する同じ外側半径Ｒおよび内側半径ｒを有する。
【００２８】
　実施例１において、手首部４０．１におけるケーブル４４の数は、４に等しく（ｎ１＝
１）、各ケーブルは遠位アンカー４４．５までで個々に終端処理され、遠位末端プレート
４１内の皿ボアに入れられ、当該各ケーブルは、遠位末端プレート４１内のそれぞれの横
ケーブルルーメン４３、および可撓管４２を通って伸長する。アンカー４４．５は、スエ
ージ加工したビードであってもよいし、または、その他の従来のケーブルアンカーであっ
てもよい。
【００２９】
　実施例２において、手首部４０．２におけるケーブル４４’の数は、１６に等しく（ｎ
２＝１６）、ケーブルは対称に間隔をあけた、部分の８つの対４４’として配列され、各
対は、隣接するケーブルルーメン４３’間の遠位末端プレート４１’を圧迫する遠位「１
８０度転換」エンドループ４５によって終端処理されている。ルーメン４３’の開口部に
ある遠位末端プレート４１’の縁は、応力集中を低減するために丸められていてよく、ル
ープ４５は、部分的または全体的に、遠位末端プレート４１に皿穴を開けて埋められてい
てよい。１６本のケーブル４４’の直径は４本のケーブル４４の直径の１／２であるため
、総ケーブル断面積は各例において同じである。
【００３０】
　実施例１と２とを比較すると、末端ループ４５を用いることにより、ケーブルアンカー
４４．５に供される遠位体積がなくなり、ケーブルルーメン４３’をケーブルルーメン４
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３よりも管４２の半径Ｒに近づけることが可能になる傾向がある。また、各ケーブル４４
’の直径が小さいことにより、ケーブル中心線はケーブルルーメン４３’の外縁に近づけ
られる。これらの特性はいずれも、実施例２のケーブルが、管４２の中心に対して、実施
例１の対応するモーメントアームＬ１よりも大きいモーメントアームＬ２の周囲で作用す
ることを可能にするものである。この大きいほうのモーメントアームＬ２は、管４２上の
全体的な同じ屈曲モーメントに対する低いケーブル応力（ケーブル寿命を長く、または任
意のケーブル材料の範囲を広くすることができる）、あるいは、同じケーブル応力に対す
るより大きい屈曲モーメント（手首部の位置決め剛性を大きくすることができる）を可能
にする。また、より直径の小さいケーブルは、比較的太いケーブルよりもさらに柔軟であ
り得る。したがって、手首部４０の好適な実施形態は、当該３本のケーブルよりも多く、
好ましくは少なくとも６本（例えば、３対のループケーブル）、より好ましくは１２本以
上のケーブルを含む。
【００３１】
　遠位末端プレート４１に示されたアンカーまたは末端点は典型的なものであり、選択さ
れた材料の特性が印加された応力に適切なものである場合、ケーブルは管４２の材料を直
接圧迫するように（アンカーまたはループによって）終端処理されてよいことに留意され
たい。あるいは、ケーブルは、さらに遠位のエンドエフェクタ部材（図示せず）との接続
によって終端処理するように、管４２および／または遠位末端プレート４１を超えて遠位
に伸長してよく、ケーブル張力は、手首運動の動作可能範囲内の手首部４０と安全に接続
されたエンドエフェクタ部材を維持するのに十分なほど付勢される。
【００３２】
　管の剛性を構造上低減するための１つの手法は、図５に示すように切り欠きを適用する
ことである。管５０は、ピッチおよびヨーでの屈曲を容易にするため、それぞれ２つの側
面に、および、２つの直行方向に交互に、複数の切り欠き５２を含む。アクチュエータケ
ーブルを収容するために、複数のルーメン５４が外周の周囲に分布する。
【００３３】
　図６に図示する別の実施形態において、管６０は、管６０のものより高い剛性の材料で
形成された内側スプリング６２の周囲に巻き付けられた外側ブーツとして形成される。管
６０は、アクチュエータケーブルを受けるために、内側スロット６４を含む。別々に形成
された柔軟な管を提供することにより、組み立てを簡略化することができる。そのような
管は、ケーブルを通過させるための穴を持つ管よりも、押し出し成形すること、または形
成することが容易である。当該管は、あらかじめ形成された末端構造またはアンカーと共
にアクチュエータケーブルを使用するのに適している。なぜなら、中心のルーメンから適
所へケーブルを入れることができるからであり、その後、ケーブルの間隔および保有を維
持するようにケーブル内に挿入されたインナースプリングを入れることができるからであ
る。いくつかの場合において、管６０は、使い捨て構成要素であり得、無菌であるが必ず
しもオートクレーブ可能でなくてもよい。
【００３４】
　図７は、図５の管５０内の切り欠き５２と同様であり得る切り欠き７２を有する管７０
を示す。管７０は、プラスチックまたは金属であり得る。外被７４は、管５０の周囲に置
かれる。外被７４はカプトンカバー等であってよく、一般に、切り欠き７２に嵌合する皺
を持つ高弾性率材料である。
【００３５】
　Ｃ．軸方向舌部および溝摺動部材を有する手首部
　図８および９は、手首部８０を示し、該手首部８０は、複数の柔軟な軸方向摺動部材８
２を有し、該軸方向摺動部材８２は、管状手首部８０を形成するように、軸方向の舌部お
よび溝接続８４によって互いに接続または係合されている。各摺動部材８２は、管８０の
長手方向断片を形成する。軸方向接続８４は、手首部の長手方向中心線に対する各部材の
横位置を維持しながら、摺動部材８２が互いに対して軸方向に摺動するのを可能にする。
各摺動部材８２は、アクチュエータケーブルを受けるための穴またはルーメン８６を含み



(12) JP 2008-531222 A 2008.8.14

10

20

30

40

50

、該アクチュエータケーブルは、手首部８０の遠位端付近で終端処理される。図９は、摺
動部材８２の摺動運動によって容易になるような、ケーブル９０のケーブル牽引力を受け
ている手首部８０の屈曲を図示している。ケーブル９０はツールシャフト９２を通って伸
長し、アクチュエーション用のジンバルプレート９４等、作動機構の付近に接続されてい
る。摺動部材８２は、手首部８０の屈曲中に、摺動部材８２に対する曲率半径の差異に起
因する量の違いによって屈曲する。あるいは、軸方向摺動部材を有する手首部の実施形態
は、統合ケーブルおよび摺動部材を有してよく、例えば、それによって摺動部材がケーブ
ルの周囲に（例えば、押出成形によって）統合摺動要素として一体的に形成されるか、ま
たは、それによって作動機構が摺動部材の近位端と連結し、当該摺動部材は手首部の遠位
端に直接的に力を伝える。
【００３６】
　図１３は、一般に柔軟なプラスチック材料で作られている複数の軸部材１３２を有する
手首部１３０を示す。軸部材１３２はケーブル１３４上に同時押し出しされ得るため、ケ
ーブルは金属であってもよいし、隔離されたままであってもよい。軸部材１３２は、管状
手首部１３０を形成するように、軸方向の舌部および溝接続１３６によって互いに接続さ
れ得る。軸部材１３２は、ピッチおよびヨーでの手首部１３０の屈曲中、互いに対して摺
動することができる。手首部１３０は、図８の手首部８０と同様であるが、わずかに異な
る構成を有し、その構成要素は異なる形状を有する。
【００３７】
　Ｄ．重複する軸方向のスプリング部材を有する手首部
　図１０および１１は、管状手首部１００を形成するように外周の周囲に配列された複数
の軸スプリング１０２によって形成された手首部１００を示す。スプリング１０２は、同
じ方向に、または、むしろ逆方向に巻かれた、コイルスプリングである。ケーブル１０４
は、図１１でより明らかに分かるように、隣接するスプリング１０２の各対の重複領域を
通って伸長する。手首部がケーブル張力を受けて完全に圧縮されている場合、重複により
、手首部１００の密着高さは個々のスプリング１０２の密着高さの２倍となるであろう。
スプリング１０２は、一般に、ケーブルが緩まないように、また手首部の安定性を増大さ
せるために、圧縮状態で事前搭載されている。
【００３８】
　一代替例において、手首部がニュートラルまたは屈曲していない状態である場合、スプ
リングは、ケーブル前張力によって完全に圧縮された密着高さの状態に付勢される。手首
部の片側において、ケーブル張力またはケーブル解放の低下を制御し調整することにより
、屈曲した手首部１００の外側半径を形成するために手首部１００の片側にあるスプリン
グが拡大するように、片側を拡大することが可能になる。当該手首部は、外側ケーブル牽
引力の再印加時に、直線構成に戻される。
【００３９】
　別の代替例において、手首部がニュートラルまたは屈曲していない状態である場合、ス
プリングは、ケーブル前張力によって部分的に圧縮された状態に付勢される。手首部の片
側において、ケーブル張力またはケーブル牽引の増大を制御し調整することにより、屈曲
した手首部１００の内側半径を形成するために手首部１００の片側にあるスプリングが短
くなるように、当該側を収縮させることが可能になる。任意で、上記の第１の代替例のよ
うに、これを外側半径における張力の解放と組み合わせてよい。当該手首部は、元のケー
ブル牽引力の回復時に、直線構成に戻される。
【００４０】
　Ｅ．波形スプリング部材を有する手首部
　図１２は、複数の波形スプリング断片または構成要素１２２を有する波形スプリング１
２０の形態の手首部を示し、該複数の波形スプリング断片または構成要素１２２は、束ね
られまたは巻かれて管状の波形スプリング手首部１２０を形成する。一実施形態において
、波形スプリングは、疑似螺旋形態のフラットワイヤの連続する片から形成され且つ巻か
れたものであり、波形は１つのサイクルの高点が次のサイクルの低点と接触するように、
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サイクルごとに多様である。そのようなスプリングは、例えばＳｍａｌｌｅｙ　Ｓｐｒｉ
ｎｇ　Ｃｏｍｐａｎｙから、市販されている。アクチュエータケーブルを受けるために、
波形スプリング手首部１２０には穴が形成される。あるいは、複数の別々のディスク様波
形スプリング断片が、アクチュエータケーブル上で（ケーブルによって留保されて、また
は、互いに固着されて）一続きのビード形態になっていてもよい。
【００４１】
　図示されているような波形スプリング断片１２２は、それぞれ９０度間隔をあけた２つ
の向かい合う高点および２つの向かい合う低点を有する。この構成により、ピッチおよび
ヨーでの屈曲が容易になる。当然ながら、波形スプリング断片１２２は、手首部１２０の
外周の周囲にさらに高点および低点を持つ、より密度の高い波パターン等、その他の構成
を有してもよい。
【００４２】
　Ｆ．球状結合面を持つディスクを有する手首部
　図１４は、手首部１４０のいくつかの断片またはディスク１４２を示す。内側スプリン
グ１４４はディスク１４２の内部空間内に設けられ、一方、複数のケーブルまたはワイヤ
１４５はピッチおよびヨーで手首部１４０を屈曲させるために使用される。ディスク１４
２は、インナースプリング１４４に螺着または連結され、当該スプリングは、エンドエフ
ェクタ用のケーブルを牽引するためのルーメンとして作用する。インナースプリング１４
４は軸方向剛性を提供するため、牽引ケーブルを通してエンドエフェクタに加えられる力
は、手首部１４０を歪曲させない。代替の実施形態において、この機能を実現するために
、スプリング１４４の代わりに積み重ねた固体スペーサを使用してもよい。ディスク１４
２はそれぞれ、隣接するディスクの曲線内側結合面１４８と結合する曲線外側結合面１４
６を含む。図１５は、ディスク１４２間に関連する相対的回転を持つ手首部１４０の屈曲
を図示している。ディスク１４２は、例えばプラスチックまたはセラミックでできていて
よい。球状結合面１４６、１４８の間の摩擦は、手首部１４０の動作を妨げるほど強くな
いことが好ましい。この潜在的な問題を緩和するための１つの手法は、いくらかの圧縮荷
重に耐え得る適切な内側スプリング１４４を選択し、手首部１４０を屈曲させるためのケ
ーブル１４５の作動中に、ディスク１４２への過重な圧縮荷重を防止することである。内
側スプリング１４４は、シリコンゴム等でできていてよい。さらなるシリコン部材１５０
でアクチュエータケーブルを囲んでもよい。代替の実施形態において、別々のディスク１
４２を一続きの螺旋帯と置換してもよい。
【００４３】
　代替の実施形態において、手首部１６０における各ケーブルは、図１６および１７に示
すように巻きスプリング１６２に格納されていてよい。内側スプリング１６４も設けられ
る。ディスク１７０は、（図１４および１５のディスク１４２のように）環状フランジな
しでおよびケーブルを受けるための穴なしで作製され得る。巻きスプリング１６２内の固
体マンドレルワイヤ１７２は、ディスク１７０の周辺に沿って適所に置くことができる。
内側スプリング１６４を巻くために、中心ワイヤマンドレル１７４が中央に設けられる。
アセンブリをシリコン等の容器に入れた後、マンドレルワイヤ１７２、１７４を除去して
よい。ディスク１７０の球状結合面にシリコンが粘着するのを防止するために、いくつか
の形態のカバー等を使用することができる。手首部１６０が屈曲する際、収縮のための余
地を提供するためには、小さいマンドレルスプリング１７２を巻いて（密着高さの代わり
に）小さい間隙が残される。シリコンは、望ましくは、ディスク１７０およびスプリング
１７２、１７４の結合されたアセンブリにねじり剛性を提供するために、ディスク１７０
と十分しっかりと結合される。絶縁用のシリコン材料は、手首部１６０を組み込んだ焼灼
ツール用の焼灼絶縁体としての役割を果たすことができる。
【００４４】
　Ｇ．エラストマー部材によって隔てられたディスクを有する手首部
　図１８は、エラストマー部材１８４によって隔てられた複数のディスク１８２を有する
手首部１８０を示す。エラストマー部材１８４は、環状部材であってもよいし、ディスク
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１８２の外周の周囲に分布する複数のブロックを含んでもよい。図１４の手首部１４０と
同様に、内側スプリング１８６はディスク１８２およびエラストマー部材１８４の内部空
間内に設けられ、一方、複数のケーブルまたはワイヤ１８８はピッチおよびヨーで手首部
１８０を屈曲させるために使用される。ディスク１８２は、インナースプリング１８４に
螺着または連結され、当該スプリングは、エンドエフェクタ用のケーブルを牽引するため
のルーメンとして作用する。インナースプリング１８４は軸方向剛性を提供するため、牽
引ケーブルを通してエンドエフェクタに加えられる力は、手首部１８０を歪曲させない。
この手首部１８０の構成は、手首部１４０よりもヒトの脊椎に類似している。エラストマ
ー部材１８４は、ピッチおよびヨーでの手首部１８０の屈曲を可能にするために弾性的に
変形する。エラストマー部材１８４を使用することにより、ディスク１８２間の結合面お
よび関連する摩擦力の必要性がなくなる。
【００４５】
　Ｈ．ピッチおよびヨーでの屈曲のためにディスクを支持する交互のリブを有する手首部
　図１９は、複数のディスク１９２を含む手首部１９０を示し、該複数のディスク１９２
は、手首部１９０のピッチおよびヨーでの屈曲を容易にするために、直行方向に向けられ
た交互の梁またはリブ１９４、１９６によって支持される。手首部１９０は、隣接するデ
ィスク１９２間に略直行のリブ１９４、１９６の層を交互に残すように、隣接するディス
ク１９２間の切り欠きを除去することによって、管から形成され得る。ディスク１９２は
、アクチュエータケーブルを通すための穴１９８を有する。ディスク１９２およびリブ１
９４、１９６は、鋼鉄、アルミニウム、ニチノール、またはプラスチック等の様々な材料
でできていてよい。図２０に図示するような手首部２００の代替の実施形態において、デ
ィスク２０２は、ケーブルを受けるための穴の代わりにスロット２０４を含む。そのよう
な管は、ケーブルを通過させるための穴を持つ管よりも、押し出すことが容易である。ケ
ーブルを支持するために、スプリング２０６をディスク２０２上で巻く。
【００４６】
　図２１において、手首部２１０は、交互の梁またはリブ２１４、２１６によって支持さ
れるディスク２１２を含み、交互の梁またはリブ２１４、２１６は、リブ２１４、２１６
をディスク２１２間の間隔よりも長くするように、リブの両側にディスク２１２への切込
みまたはスリット２１７を有する。この構成により、同じ手首部長さについて、図１９の
手首部１９０よりも小さい曲率半径での屈曲を容易にすることができ、または、より短い
手首部を使用して同じ曲率半径を実現することができる。これらの実施形態において、隣
接するディスク２１２間では約１５度の曲げ角度が一般的である。ディスク２１２は、ア
クチュエータケーブルを受けるための穴２１８を有する。
【００４７】
　Ｉ．コイルスプリングに沿って分布した薄いディスクを用いる手首部
　図２２は、コイルスプリング２２２を含む手首部２２０の一部を示し、該手首部２２０
の一部は、スプリング２２２の長さに沿って分布する複数の薄いディスク２２４を持つ。
図２２の手首部分には、図２３および２４に図示するように、互いに直行するタブ２２６
によって正しい位置に置かれた２２４Ａおよび２２４Ｂを含む２つのディスク２２４のみ
見える。スプリング２２２は、ディスク２２４をそこに挿入するために設けられた間隙を
除き、密着高さでコイル状になる。スプリング２２２は、ディスク２２４のインナーエッ
ジおよびタブ２２６付近のディスク２２４に接続される。ディスク２２４は、エッチング
によって形成でき、アクチュエータケーブルを受けるための穴２２８を含むものである。
タブ２２６は、ピッチおよびヨーでの手首部２２０の屈曲中に、ある点でスプリング２２
２を屈曲できるようにするための支点として作用する。ディスク２２４は、いくつかの実
施形態においては比較的堅くてよいが、その他の実施形態においては、手首部２２０の屈
曲中に屈曲してスプリング要素として作用するのに十分なほど柔軟であってよい。コイル
スプリング２２２およびディスク２２４の周囲には、誘電性絶縁体としてシリコン外被を
設けてよい。また、スプリング２２２およびディスク２２４アセンブリは、例えば、図２
５および図２６の外片またはアーマー片２５０から形成された表面構造によって保護する
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ことができる。各アーマー片２５０は、外側結合面２５２および内側結合面２５４を含む
。１つのアーマー片２５０の外側結合面２５２は、隣接するアーマー片２５０の内側結合
面２５４と結合する。アーマー片２５０は、スプリング２２２の長さに沿って積み重ねら
れ、手首部２２０の屈曲から回転する際に接触を維持する。
【００４８】
　Ｊ．外側編組ワイヤを有する手首部
　柔軟性手首部の精度は、加えられた負荷に対する様々な材料の剛性によって決まる。す
なわち、使用される材料が硬いほど、および／または手首部の長さが短いほど、および／
または手首部が有する直径が大きいほど、ある手術の力を受けて手首部に対して生み出さ
れる横偏向は少なくなる。牽引ケーブルが有するコンプライアンスがわずかである場合、
手首部の端部の角度は正確に決定され得るが、ケーブルでは対抗できない力を受けて遊走
または横偏向が起こり得る。例えば、手首部が直線であり、そのような力が及ぼされた場
合、手首部はＳ字型偏向を呈し得る。これに対抗するための１つの手法は、十分な剛性の
適切な材料および手首部に関して適切なジオメトリを用いることである。もう１つの手法
は、米国特許出願第１０／１８７，２４８号に記載されているように、牽引ケーブルの半
数を手首部の長さに沿って途中で終端させ、残りのケーブルに関しては半分牽引させるこ
とである。Ｓ字型偏向に対する抵抗を大きくすれば、モーメントに耐える能力の費用がか
かることになる。Ｓ字型偏向を回避するためのさらに別の手法は、手首部の外側に編組カ
バーを設けることである。
【００４９】
　図２７は、外側ワイヤ２７４に巻き付けられた管２７２を有する手首部２７０を示す。
ワイヤ２７４はそれぞれ、管２７２の端部間を覆うように約３６０度回転して巻かれてい
る。手首部２７０のねじり剛性を増大させ、手首部２７０のＳ字型偏向を回避するために
、外側ワイヤ２７４を巻いて管２７２上に編組被膜を形成してよい。編組被膜を形成する
ためには、右回りのセットおよび左回りのセット（すなわち、時計回りのものと反時計回
りのもの）を含む２セットのワイヤを織り合わせる。織るまたは編むことにより、時計回
りおよび反時計回りのワイヤが互いに放射状に移動することを防止する。ねじり剛性は、
例えば、ねじる際に、１セットのワイヤの直径を成長させようとすると他方のセットが収
縮することにより作り出される。編むことにより、１つのセットが他方と異なるのを防止
し、ねじり偏向に対し抵抗する。手首部２７０が円弧状に屈曲する際、外側ワイヤ２７４
が軸方向に摺動する必要はあるだろうが、編み部分のそれぞれ個々のワイヤが長さを増大
しなくてよいように、外側ワイヤ２７４の敷設長さを手首部２７０の長さと等しくするこ
とが望ましい。編み部分は、外側ワイヤ２７４の長さが増大することを必要とするため、
手首部２７０のＳ字型偏向に対し抵抗することになる。さらに、編み部分は、アーマーと
して作用し、抉られたり切り込まれたりすることから手首部を保護することもできる。編
組カバーが非導電性である場合、当該カバーは最外層とすることができ、また手首部２７
０のアーマーとして作用することができる。手首部のねじり剛性の増大およびＳ字型偏向
の回避は、左巻によって覆われた右巻から開始し、続いてもう一度右巻となった層状スプ
リングによって実現することもできる。当該スプリングについては、織り合わせなくてよ
い。
【００５０】
　Ｋ．手首カバー
　上記では、手首部用のアーマーまたはカバーをいくつか開示している。図２８および２
９は、手首カバーのさらなる例を示す。図２８において、手首カバー２８０は、プラスチ
ックまたはセラミック等の非導電材料のフラットスパイラルによって形成されている。手
首部が屈曲されると、スパイラルカバー２８０の異なるコイルが、互いの上を摺動する。
図２９は、スパイラルの隣接する層間での重複を確実にするために、屈曲された、または
渦巻いた縁２９２を含む手首カバー２９０を示す。手首部にねじり剛性を提供するために
、手首カバー３００は、手首部の軸に対して平行に向けられた隆線または溝３０２を含み
得る。隆線３０２は、１つのスパイラル層から隣のスパイラル層へのスプラインとして作
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用し、手首部用のねじり安定化装置を構成する。ステントのように構成されたニチノール
レーザーカバーについてさらに考察する。
【００５１】
　このように、図１～３０は、柔軟性手首部を持つ手術器具の異なる実施形態を図示する
ものである。ある典型的な実施形態を参照して説明したが、それらの実施形態は本発明の
一例にすぎず、本発明の範囲を限定するものとして解釈すべきではない。むしろ、本発明
の原理は、数多くの特定のシステムおよび実施形態に適用することが可能である。
【００５２】
　図３１～３４は、安全な配置を容易にし、アブレーションカテーテルまたは心臓組織ア
ブレーション（Ｃａｒｄｉａｃ　Ｔｉｓｓｕｅ　Ａｂｌａｔｉｏｎ；ＣＴＡ）治療におけ
るその他のデバイスの視覚的検証を提供するために、柔軟性手首部を持つ手術器具（例え
ば、内視鏡他）の異なる実施形態を図示する。図３１～３４に示す本発明のいくつかの部
分は、図１～３０の対応物と同様であり、類似する要素は参照番号にダッシュ記号を付け
てそのことが示されている。そのような類似性が存在する場合、図１～３０の発明と同様
であり同様の形態で機能する図３１～３４の発明の構造／要素について、再度詳細な説明
は行わない。本発明はＣＴＡ治療への適用に限定されるものではなく、その他の手術適用
も有することを明確にすべきである。さらに、本発明は低侵襲ロボット手術の領域におい
て適用されることが最良と考えられるが、手術ロボットによる補佐なしに本発明を任意の
低侵襲手術に使用してもよいことを明確にすべきである。
【００５３】
　Ｌ．関節内視鏡
　ここで、図３１を参照して、図３１は、本発明によるロボット低侵襲手術において使用
される内視鏡３１０の実施形態を図示する。内視鏡３１０は、細長いシャフト１４’を含
む。柔軟性手首部１０’は、シャフト１４’の作業端に位置している。ハウジング５３’
は、手術器具３１０を、シャフト１４’の反対端に位置するロボットのアーム（図示せず
）と解放可能に連結させるものである。内視鏡カメラレンズは、柔軟性手首部１０’の遠
位端において実装される。ルーメン（図示せず）は、柔軟性手首部１０’の遠位端をハウ
ジング５３’と接続するシャフト１４’の長さに沿って走っている。「ファイバスコープ
」実施形態において、シャフト１４’の長さに沿ってルーメンの内側を走り、実質的に柔
軟性手首部１０’の遠位端で終わる光ファイバを接続することにより、電荷結合素子（Ｃ
ｈａｒｇｅ　Ｃｏｕｐｌｅｄ　Ｄｅｖｉｃｅ；ＣＣＤ）等の内視鏡３１０の画像センサを
ハウジング５３’の内側に装着してよい。続いてＣＣＤは、ハウジング５３’の端部に位
置するコネクタ３１２を介してカメラ制御装置と連結される。代替の「チップオンスティ
ック」実施形態において、ハウジング５３’の端部においてコネクタ３１２に連結された
カメラ制御装置とのハードワイヤまたはワイヤレス電気接続によって、内視鏡３１０の画
像センサを柔軟性手首部１０’の遠位端に装着してよい。画像センサは、２次元であって
もよいし、３次元であってもよい。
【００５４】
　内視鏡３１０は、柔軟性手首部１０’の遠位端の先端にある内視鏡レンズ３１４を覆い
、保護するために、半透明キャップ３１２を有する。キャップ３１２は、半球形状、円錐
形等であってよく、手術部位内／付近において、操縦中に器具が組織を離れて偏向するこ
とを可能にするものである。柔軟性手首部１０’は、所望の目的地（例えば、心外膜また
は心筋組織）に到達するため、内視鏡３１０が内部体組織、器官等の周囲を容易に関節動
作および操縦できるように、少なくとも１自由度を有する。柔軟性手首部１０’は、上記
で図１～３０に関連して説明した実施形態のいずれであってもよい。ハウジング５３’は
、（内視鏡を格納する）柔軟性手首部１０’の遠位部を関節動作するための駆動機構も格
納する。駆動機構は、ケーブル駆動、ギヤ駆動、ベルト駆動、またはその他の種類の機構
であってよい。典型的な駆動機構およびハウジング５３’は、参照することにより組み込
まれる米国特許第６，３９４，９９８号に記載されている。当該典型的な駆動機構は、柔
軟性手首部１０’に２自由度を提供し、シャフト１４’が当該シャフトの長さに沿って軸
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の周囲を回転することを可能にする。ＣＴＡ処置において、関節内視鏡３１０は、見え難
い場所および／または到達し難い場所の視覚画像を取得するために、内部器官、組織等の
周囲を操縦および関節動作する。取得画像は、アブレーションカテーテルの所望の心臓組
織への配置を支援するために使用される。関節内視鏡は、利用される唯一のスコープであ
ってもよいし、主な内視鏡から取得された主な画像に関して手術部位の代替ビューを提供
するために、第二または第三のスコープとして使用されてもよい。
【００５５】
　Ｍ．アブレーションカテーテル／デバイスが開放可能に取り付けられた関節内視鏡
　上記の関節内視鏡の延長として、アブレーションカテーテルの所望の心臓組織への配置
をさらに支援するために、カテーテルを関節内視鏡と解放可能に連結してよい。図３２は
、一連の解放可能なクリップ３２０によって内視鏡３１０と解放可能に連結されたカテー
テル３２１を図示している。その他の種類の解放可能な連結器（機械的な、またはそうで
ないもの）を使用してもよく、これは十分に本発明の範囲内である。図３２に示すように
、クリップ３２０は、ＣＴＡ処置において所望の手術目的地に到達するために、構造体（
例えば、肺血管等）の周囲で駆動、操縦、および関節動作する際、アブレーションデバイ
ス／カテーテル３２１が内視鏡３１０に続くように、アブレーションデバイス／カテーテ
ル３２１を内視鏡３１０に解放可能に取り付けることができるようにする。関節内視鏡３
１０および取り付けられたアブレーションデバイス／カテーテル３２１が目的地へ到達す
ると、カテーテル３２１は例えばロボットのアームに接続された別の器具によって適所に
保持／保存され、一方、内視鏡３１０はアブレーション／カテーテル３２１から解放され
、除去される。その際、操縦中に内視鏡３１０によって撮影された見え難い場所および／
または到達し難い場所の画像を、ガイダンス目的で利用することができる。また、内視鏡
の関節により、到達し難い心臓組織におけるアブレーションデバイス／カテーテル３２１
の配置はさらに容易になる。
【００５６】
　代替の実施形態において、デバイス／カテーテル自体の代わりに、カテーテルガイド３
３１を内視鏡３１０に解放可能に取り付けてよい。続いて、図３３に示すのと同様、カテ
ーテルガイド３３１は、上述したように関節内視鏡３１０によって最終目的地へ誘導され
る。関節内視鏡３１０および取り付けられたカテーテルガイド３３１が目的地へ到達する
と、カテーテルガイド３３１は例えばロボットのアームに接続された別の器具によって適
所に保持／保存され、一方、内視鏡３１０はカテーテルガイド３３１から解放され、除去
される。続いて、アブレーションカテーテル／デバイスを、その近位端３３２にあるカテ
ーテルガイド３３１を使用して、所定の位置に摺動することができる。一実施形態におい
て、カテーテルガイド３３１は、カテーテルを所定の位置に摺動させるために、クリップ
３２０のような解放可能な連結器を利用する。別の実施形態において、カテーテルガイド
３３１は、当該カテーテルガイド３３１が滑って標的に到達するように誘導されることが
できる内視鏡３１０に組み込まれたルーメンを利用する。
【００５７】
　Ｎ．内視鏡を誘導するためのルーメンを持つ関節器具
　さらに別の実施形態において、関節内視鏡を有する代わりに、所望の関節を持つ器具を
提供するためにエンドエフェクタが柔軟性手首部に取り付けられる。この関節器具につい
ては、例えば図１～２に関連して上述した。しかしながら、当該関節器具は、外部内視鏡
を挿入し柔軟性手首部の先端に向けて誘導することができる器具のシャフトに沿って走る
ルーメン（例えば、空腔、作業チャネル等）をさらに含む。この実施形態は、上述したよ
うな、解放可能に取り付けられたアブレーションカテーテル／デバイスを持つ、または、
解放可能に取り付けられたカテーテルガイドを持つ関節内視鏡と、実質的に同じ機能を実
現するものである。違いは、アブレーションカテーテル／デバイスが、組み込み型ルーメ
ンへの挿入によって当該アブレーションデバイスに解放可能に取り付けられた内視鏡で駆
動および操縦するために使用されることである。組み込み型ルーメンが付いている場合、
解放可能な連結器（例えば、クリップ）は排除される。
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【００５８】
　ここで、本発明によるビデオ接続の実施形態を図示するビデオブロック図を示した図３
４を参照する。図３４に示すように、カメラ制御装置３４２は、ズームイン、ズームアウ
ト、解像度モード、画像キャプチャリング等、関節内視鏡３１０の動作を制御する。関節
内視鏡３１０によって捕捉された画像は、カメラ制御装置３４２に提供されて処理された
後、主表示モニタ３４３および／または補助表示モニタ３４４に供給される。主な内視鏡
他等、当該システムにおいて利用可能なその他の内視鏡３４５も、それらの所有するカメ
ラ制御装置３４６によって同様に制御される。取得画像は、同様に、主表示モニタ３４３
および／または補助表示モニタ３４４に供給される。一般に、主モニタ３４３は、主な内
視鏡から取得した画像を表示し、該画像は、３次元であり得る。関節内視鏡３１０（また
は、関節器具のルーメンに挿入された内視鏡）から取得した画像を、補助表示モニタ３４
４に表示し得る。あるいは、関節内視鏡３１０（または、関節器具のルーメンに挿入され
た内視鏡）から取得した画像を、補助情報として主表示モニタ３４３に表示することがで
きる（参照することにより本書に組み込まれる米国特許第６，５２２，９０６号の詳細な
説明を参照）。
【００５９】
　上述の装置の配列および方法は、本発明の原理を適用した一例にすぎず、特許請求の範
囲において定義するような本発明の精神と範囲を逸脱することなく、その他多くの実施形
態および変形を成すことができる。したがって、本発明の範囲は、上記の説明を参照して
決定すべきものではなく、むしろ、添付の特許請求の範囲をその均等物の完全な範囲とと
もに参照して決定すべきである。
【図面の簡単な説明】
【００６０】
【図１】図１は、本発明の一実施形態による手術道具の斜視図である。
【図２】図２は、本発明の一実施形態による手首部の断面図である。
【図３】図３は、図２の手首部のＩＩＩ～ＩＩＩに沿った断面図である。
【図４】図４は、本発明の別の実施形態による手首部の斜視図である。
【図４Ａ】図４Ａおよび４Ｂはそれぞれ、ケーブル配列の詳細を示す、図４のものと同様
の手首部の一例の遠位部の平面図および立面図である。
【図４Ｂ】図４Ａおよび４Ｂはそれぞれ、ケーブル配列の詳細を示す、図４のものと同様
の手首部の一例の遠位部の平面図および立面図である。
【図５】図５は、本発明の別の実施形態による手首部の斜視図である。
【図６】図６は、本発明の別の実施形態による手首部の平面図である。
【図７】図７は、本発明の別の実施形態による手首部の断面図である。
【図８】図８は、本発明の別の実施形態による手首部の平面図である。
【図９】図９は、ツールシャフトおよびジンバルプレートを持つ、図８の手首部の立面図
である。
【図１０】図１０は、本発明の別の実施形態による手首部の平面図である。
【図１１】図１１は、図１０の手首部の立面図である。
【図１２】図１２は、本発明の別の実施形態による手首部の立面図である。
【図１３】図１３は、本発明の別の実施形態による手首部の平面図である。
【図１４】図１４は、本発明の別の実施形態による手首部の一部の断面図である。
【図１５】図１５は、図１４の手首部を屈曲させた際の部分断面図である。
【図１６】図１６は、本発明の別の実施形態による手首部の斜視図である。
【図１７】図１７は、図１６の手首部の平面図である。
【図１８】図１８は、本発明の別の実施形態による手首部の一部の断面図である。
【図１９】図１９は、本発明の別の実施形態による手首部の斜視図である。
【図２０】図２０は、本発明の別の実施形態による手首部の平面図である。
【図２１】図２１は、本発明の別の実施形態による手首部の斜視図である。
【図２２】図２２は、本発明の別の実施形態による手首部の一部の断面図である。
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【図２３】図２３および図２４は、図２２の手首部内にあるディスクの平面図である。
【図２４】図２３および図２４は、図２２の手首部内にあるディスクの平面図である。
【図２５】図２５は、図２２の手首部用の外部構成要素の斜視図である、
【図２６】図２６は、図２５の外部構成要素の断面図である。
【図２７】図２７は、本発明の別の実施形態による手首部の斜視図である。
【図２８】図２８は、本発明の一実施形態による手首カバーの断面図である。
【図２９】図２９は、本発明の別の実施形態による手首カバーの断面図である。
【図３０】図３０は、本発明の別の実施形態による手首カバーの一部の斜視図である。
【図３１】図３１は、本発明に従って、ロボット低侵襲手術において使用される関節内視
鏡の一実施形態を図示している。
【図３２】図３２は、一連の解放可能なクリップ３２０によって内視鏡３１０と解放可能
に連結されたカテーテル３２１を図示している。
【図３３】図３３は、一連の解放可能なクリップ３２０によって内視鏡３１０と解放可能
に連結されたカテーテルガイド３３１を図示している。
【図３４】図３４は、本発明によるビデオ接続の一実施形態を図示するビデオブロック図
である。
【図３５】（記載なし）
【図３６】（記載なし）
【図３７】（記載なし）
【図３８】（記載なし）

【図１】

【図２】

【図３】
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【国際調査報告】
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